
第 ８ 号 議 案

令 和 ２ 年 度

亀 岡 市 水 道 事 業 会 計 予 算



第 １ 項 1,454,201

附 帯 事 業 費 用

千円第 ２ 項

千円1,626,200水 道 事 業 費 用

営 業 外 費 用

千円1,233

営 業 費 用

第 ４ 項

423,754 千円

支　　　　出

第 １ 款

予 備 費 10,000

第 ２ 項 営 業 外 収 益

第 ３ 項 附 帯 事 業 収 益 1,144 千円

営 業 収 益

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

  （収益的収入及び支出）

1,777,500 千円第 １ 款

第 １ 項

収　　　　入

一 日 平 均 給 水 量 ｍ3

主要な建設改良事業

（３） 24,981

（４） 王子配水池築造工事

老朽管耐震化工事（配水管 φ50～600㎜ 延長 2,080ｍ）

施設拡張事業

（２） 年 間 総 給 水 量 ｍ3

　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

戸（１） 給 水 戸 数

9,117,923

令 和 ２ 年 度 亀 岡 市 水 道 事 業 会 計 予 算

　第１条　令和２年度亀岡市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）

  （総　則）

32,059

第 ３ 項

160,766

千円

千円

1,352,602

水 道 事 業 収 益

施設改良事業

王子加圧ポンプ場築造工事設計業務



千円

千円

30,447 千円

100

千円

貸 付 金 返 還 金

589,100

分 担 金

千円

1,787,500資 本 的 支 出

支　　　　出

建 設 改 良 費

183

第 １ 款

76,649

資 本 的 収 入

第 ６ 項 固定資産売却代金

企 業 債

第 ４ 項

第 ５ 項

府 支 出 金

第 １ 款

第 １ 項

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 898,900千円は消費税及び

千円

千円888,600

収　　　　入

（３）本債にかわる短期債を

（２）証券発行

第 ３ 項

  （資本的収入及び支出）

　　地方消費税資本的収支調整額 52,895千円、損益勘定留保資金 846,005千円で補てんするものとする。）。

千円

　第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

第 ３ 項

千円

第 ２ 項

千円

第 ７ 項

 額を下まわるときは、その発

 要な金額をこれに加算した額）

 り入れる政府資金等について、

債権者と協定するものによる。ただ

きる。

起債の目的

25

若しくは低利に借換えすることがで

第 １ 項

  （企　業　債）

 行価格差減額をうめるため必

千円補 助 金 等 返 還 金

起 債 の 方 法

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金 533,054

５％以内水 道 事 業

1,254,421

政府資金については、その融資条件 （ただし、利率見直し方式で借

し、市財政の都合により据置期間及

利 率

千円

千円

限 度 額

 は、当該見直し後の利率）

により、銀行その他の場合にはその

589,100

　　　

 （ただし、発行価格が額面金 （１）普通貸借

び償還期限を短縮し、又は繰上償還

 利率見直しを行った後において

償 還 の 方 法

　　　起こすことができる。

出 資 金 182,501

負 担 金

9,620



数 量

一 式

千円（１）

　第６条　一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

225,293

令 和 ２ 年 ２ 月 ２ １ 日 提 出

  （他会計からの補助金）

  （一時借入金）

名 称

上下水道部庁舎

　第９条　たな卸資産の購入限度額は、18,205千円と定める。

　第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

  （たな卸資産購入限度額）

亀岡市長　　　桂　　川　　孝　　裕

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第８条　水道事業の財源に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、58,239千円である。

職 員 給 与 費

　　する場合は、議会の議決を経なければならない。

　第１０条　重要な資産の取得は、次のとおりとする。

  （重要な資産の取得）

種 類

建 物



受取利息及び配当金１

２ 他 会 計 補 助 金 57,344

101,642

３ 351,487

１

２

１

２

営 業 収 益

営 業 外 収 益

収　　 　　　入

４ 雑 収 益 13,720

1,144

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 営 業 収 益

給 水 収 益

423,754

款 項

１

目

水 道 事 業 収 益

備 考

千円

1,203

令和２年度亀岡市水道事業会計予算実施計画

予 定 額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

1,777,500

1,250,960

1,352,602

３ 附 帯 事 業 収 益 1,144

１ 飲料水供給事業収益



３ 71,655

総 係 費

３

業 務 費

797,503

１

２ 雑 支 出

126,213

資 産 減 耗 費 23,999

配 水 及 び 給 水 費

支　　　 　　出

備 考款

千円

項 目 予 定 額

１ 水 道 事 業 費 用 1,626,200

減 価 償 却 費

113,707

６

１

231,238原 水 及 び 浄 水 費

２

２ 営 業 外 費 用 160,766

３ 附 帯 事 業 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

2,950

予 備 費

1,233

４

５

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

31,603

飲料水供給事業費用

216,099

営 業 費 用 1,454,201

１

４ 10,000

1,233

１ 予 備 費 10,000

１



６ 固 定 資 産 売 却 代 金 100

１ 固 定 資 産 売 却 代 金 100

府 補 助 金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

183

貸 付 金 返 還 金 30,447

9,620

１

１

企 業 債

76,649

１

款 項 目 予 定 額

資 本 的 収 入

収　　　 　　入

出 資 金

５

１

１

１

備 考

888,600
千円

589,100

182,501

７

分 担 金 183

負 担 金

４ 府 支 出 金

２ 企 業 債

３

589,100

１ 工 事 分 担 金

182,501

9,620

一 般 会 計 出 資 金

工 事 負 担 金 76,649



２ 企 業 債 償 還 金 533,054

１ 企 業 債 償 還 金 533,054

他会計貸付金返還金 30,447

備 考

1,787,500
千円

予 定 額項

支　　　 　　出

１

１ 資 本 的 支 出

款

建 設 改 良 費

３ 補 助 金 等 返 還 金 25

354,273

１

施 設 改 良 費

施 設 拡 張 費

600,540

１

事 務 費

目

４ 固 定 資 産 購 入 費 267,895

３

２

31,713

1,254,421

25１ 府 補 助 金 返 還 金



千円

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 96,750

23,999

797,503

固定資産除却費

△ 1,203

令和２年度亀岡市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 ２ 年 ４ 月 １ 日から令和 ３ 年 ３ 月３１日まで）

長期前受金戻入額 △ 351,487

引当金の増減額（△は減少） △ 10,344

減価償却費

受取利息及び配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

126,213

利息及び配当金の受取額 1,203

△ 126,213

小計 708,124

△ 15,157

未払金の増減額（△は減少）

583,114

42,050

預り金の増減額（△は減少） △ 200

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー



２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,022,378

△ 1,666

負担金等による収入 69,379

長期貸付金回収による収入 30,447

有形固定資産の売却による収入 100

補助金等の返還 △ 25

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 589,100

他会計からの出資による収入 182,501

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 533,054

資金期末残高 2,871,412

財務活動によるキャッシュ・フロー 238,547

資金増加額（又は減少額） △ 102,482

資金期首残高 2,973,894

△ 924,143投資活動によるキャッシュ・フロー

リース債務支払額



給    与    費    明    細    書

（１） 総    括

計

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

なお、令和２年度において、退職手当として９，２７９千円を支給するため、退職給付引当金９，２７９千円を使用する。

区 分
職 員 数 給 与 費

法 定 福 利 費 合 計
特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当

本 年 度 28 104,846 70,531 175,377 35,064 210,441

前 年 度 30 112,955 89,015 201,970 37,735 239,705

比 較 △ 2 △ 8,109 △ 18,484 △ 26,593 △ 2,671 △ 29,264

手 当

の

内 訳

区 分
地 域
手 当

住 居
手 当

扶 養
手 当

通 勤
手 当

単 身
赴 任
手 当

管 理 職
時 間 外
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
特 勤
手 当

期末勤勉
手      当

特 殊
勤 務
手 当

退 職
給 付 費

計

千円

本 年 度 6,700 1,890 3,006 2,782 11,435 44,708 10 70,531

前 年 度 7,267 1,566 3,624 2,784 12,181 47,504 10 14,079 89,015

比 較 △ 567 324 △ 618 △ 2 △ 18,484△ 746 △ 2,796 0 △ 14,079



（２） 給料及び手当の増減額の明細

(千円) (千円)

給 料 △ 8,109

 昇給に伴う
 増加分

1,452

 職員数の異動状況

 その他の増減分 △ 9,561  職員の異動に伴う減等

本 年 度 28 人

前 年 度 30 人

増     減 △ 2 人

手 当 △ 18,484

 その他の増減分 △ 18,484 退職給付費減等

区 分 増 減 額 増減額の増減事由別内訳 説 明 備 考



（３）給料及び手当の状況

ア 職員１人当たり給与

(円)

(円)

(円)

(円)

イ 初  任  給

(円) (円)

大 学 卒 182,200 大 学 卒 182,200

区 分 企 業 職 区 分 行 政 職

高 校 卒 150,600 高 校 卒 150,600

平 均 年 齢 46歳9月

本 会 計 一 般 会 計

平 均 年 齢 44歳10月

３ １ 年 ４ 月 １ 日

現 在

平均給料月額 313,757

平均給与月額 389,957

区 分 企 業 職 そ の 他

２ 年 ４ 月 １ 日

現 在

平均給料月額 312,036

平均給与月額 388,890



ウ 級別職員数

(人) (％) (人) (％)

( ） ( ）

( ） ( ）

  （級別の基準となる職務）

そ の 他

６級 ７級

企 業 職 主事･主事補 主 査 主　　任
係 長・主 幹

主　任
副 課 長 次 長 ･ 課長 部 長

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

７ 級 1 3.3

計 30 100.0

６ 級 3 10.0
現 在 ５ 級 2 6.7

３ 級 8 26.7
４ 級 7 23.3

３ １ 年 ４ 月 １ 日 ２ 級 3 10.0

１ 級 3 10.0

（再任用短時間勤務職員） 3 10.0

７ 級 1 3.6

計 28 100.0

６ 級 2 7.1

４ 級 9 32.1
現 在 ５ 級 2 7.1

３ 級 5 17.9

（再任用短時間勤務職員） 2 7.1
２ 年 ４ 月 １ 日 ２ 級 3 10.7

１ 級 4 14.4

区 分 級
企 業 職 そ の 他

職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比



エ 期末手当・勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

オ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

調 整 額 加 算

調 整 額 加 算

一般会計の制度
( 支 給 率 等 )

定年前早期退職特別

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９００ ４７．７０９００ 措置(2%～20%加算)

定年前早期退職特別

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９００ ４７．７０９００ 措置(2%～20%加算)

備 考
(月分) (月分) (月分) (月分) 加 算 措 置等

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の

一般会計の制度
１．１７５ １．１７５ ２．３５０

有
２ ． ２ ５ ０ ２ ． ２ ５ ０ ４ ． ５ ０ ０

前 年 度
１．１７５ １．１７５ ２．３５０

有
２ ． ２ ２ ５ ２ ． ２ ２ ５ ４ ． ４ ５ ０

本 年 度
１．１７５ １．１７５ ２．３５０

有
２ ． ２ ５ ０ ２ ． ２ ５ ０ ４ ． ５ ０ ０

区 分

（ 再 任 用 職 員 の 支 給 率 ）
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 (月分)

職 制 上 の 段 階
職務の級等による
加 算 措 置

備 考
６ 月 (月分) １ ２ 月 (月分)



カ 特殊勤務手当

(％)

(％)

(円)

 水道料金等滞納整理従事手当等

キ その他の手当

通 勤 手 当 同

地 域 手 当 同

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ０ ． ０ １ ０ ． ０ １

支 給 対 象 職 員 の 比 率
１ ０ ０ ． ０ １ ０ ０ ． ０

（ ２ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
３ ０ ３ ０

平 均 支 給 月 額

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称



給    与    費    明    細    書

会計年度任用職員

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円

0

比 較 262 1,680 1,942

前 年 度 0

手 当

の

内 訳

区 分
通　勤
手　当

（費用弁償）

期　末
手　当

計

本 年 度 262 1,680 1,942

比 較 5 9,333 1,942 11,275 1,837 13,112

13,112

前 年 度

本 年 度 5 9,333 1,942 11,275 1,837

0

区 分 職　員　数
給 与 費

法 定 福 利 費 合 計
報 酬 給 料 手 当 計



千円 千円 千円 千円
 水道料金等徴収事務 平成　２８　年度　から 令和　２　年度　から
 委託経費 令和　元　年度　まで 令和　３　年度　まで

 水道料金システム保 平成　３０　年度　から 令和　２　年度　から
 守等業務委託経費 令和　元　年度　まで 令和　５　年度　まで

 水道施設運転監視業
 務委託経費

 水質検査業務委託等
 経費

 水道施設管理業務委 令和　２　年度　から
 託経費 令和　４　年度　まで

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支
左の財源内訳

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 払 義 務 発 生 予 定 額

事　　　　　項 限　度　額

期　　　　　　　間 金　　　額 期　　　　　　　間 金　　　額

29,253 令和　元　年度 0 29,253 29,253

事　業　収　益

460,800 265,785 195,015 195,015

10,548 令和　元　年度 0 令和　２　年度 10,548 10,548

16,470 3,236 13,234 13,234

67,700 令和　元　年度 0 令和　２　年度 67,700 67,700

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書



令和元年度亀岡市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成３１年 ４ 月 １ 日から令和 ２ 年 ３ 月３１日まで）

千円 千円

（ ２） そ の 他 営 業 収 益 126,668

配 水 及 び 給 水 費 220,443

千円

１ 営 業 収 益

（ １） 給 水 収 益 1,133,373

（ ２） 他 会 計 補 助 金

110,414

（ ５）

1,260,041

２ 営 業 費 用

（ １） 原 水 及 び 浄 水 費 212,861

（ ３） 業 務 費 95,576

（ ２）

1,482,765

営 業 損 失

減 価 償 却 費 786,590

（ ７） そ の 他 営 業 費 用

222,724

３ 営 業 外 収 益

（ ６） 資 産 減 耗 費 46,881

10,000

（ ４）

（ １） 受取利息及び配当金 1,795

総 係 費

43,482



0

当 年 度 純 利 益 39,115

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

当年度未処分利益剰余金 39,115

６ 附 帯 事 業 費 用

（ １） 飲 料 水 供 給 事 業 費 用 1,078 1,078

５ 附 帯 事 業 収 益

（ １） 飲 料 水 供 給 事 業 収 益 1,078 1,078

（ １）

雑 収 益 12,431（ ４）

長 期 前 受 金 戻 入 345,490

141,359

138,493

403,198

2,866

（ ３）

経 常 利 益

（ ２） 雑 支 出 261,839

39,115

企 業 債 取 扱 諸 費
支 払 利 息 及 び

４ 営 業 外 費 用



令和元年度亀岡市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和 ２ 年 ３ 月３１日）

資 産 の 部

千円 千円 千円 千円

１ 固 定 資 産

（ １） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,243,520

ロ 建 物 1,019,996

減 価 償 却 累 計 額 △ 649,076 370,920

ハ 構 築 物 33,360,182

減 価 償 却 累 計 額 △ 13,485,076 19,875,106

ニ 機 械 及 び 装 置 4,154,075

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,482,707 1,671,368

ホ 車 両 運 搬 具 30,221

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,975 17,246

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 228,619

減 価 償 却 累 計 額 △ 201,607 27,012

ト リ ー ス 資 産 8,081

減 価 償 却 累 計 額 0 8,081

チ 建 設 仮 勘 定 83,923

有 形 固 定 資 産 合 計 23,297,176

（ ２） 無 形 固 定 資 産



イ 電 話 加 入 権 50

無 形 固 定 資 産 合 計 28,651

（ ３） 投 資 そ の 他 資 産

ロ ソ フ ト ウ ェ ア 28,601

投 資 そ の 他 資 産 合 計 93,393

固 定 資 産 合 計

イ 出 資 金 1,500

ロ 長 期 貸 付 金 91,893

23,419,220

２ 流 動 資 産

（ １） 現 金 預 金 2,973,894

188,751

（ ３） 貯 蔵 品 6,146

（ ２） 未 収 金 197,053

貸 倒 引 当 金 △ 8,302

6,517,118

流 動 資 産 合 計 3,168,791

資 産 合 計 26,588,011

負 債 の 部

千円 千円 千円 千円

３ 固 定 負 債

（ １） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債

（ ２） リ ー ス 債 務 7,037

企 業 債 合 計 6,517,118



（ ４） そ の 他 固 定 負 債 237,212

千円 千円千円 千円

固 定 負 債 合 計 6,987,403

４ 流 動 負 債

（ １） 一 時 借 入 金 0

（ ２） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 533,054

企 業 債 合 計 533,054

（ ３） リ ー ス 債 務 1,671

（ ４） 未 払 金 186,535

（ ７） 預 り 金 7,777

（ ５） 引 当 金 18,808

（ ６） 預 り 保 証 金 900

流 動 負 債 合 計 748,745

収 益 化 累 計 額 △ 5,624,891

５ 繰 延 収 益

（ １） 長 期 前 受 金 15,423,955

資 本 の 部

繰 延 収 益 合 計 9,799,064

負 債 合 計 17,535,212

（ ３） 引 当 金 226,036



千円 千円 千円 千円

（ ２） 利 益 剰 余 金

７ 剰 余 金

（ １） 資 本 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金 39,115

利 益 剰 余 金 合 計 39,115

剰 余 金 合 計

資 本 合 計 9,052,799

607,586

負 債 資 本 合 計 26,588,011

646,701

8,406,098

６

（ １）

資 本 金 合 計

資 本 金

資 本 金 8,406,098



令和２年度亀岡市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和 ３ 年 ３ 月３１日）

資 産 の 部

千円 千円 千円 千円

１ 固 定 資 産

（ １） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,343,420

ロ 建 物 1,180,629

減 価 償 却 累 計 額 △ 664,092 516,537

ハ 構 築 物 34,020,013

減 価 償 却 累 計 額 △ 14,061,526 19,958,487

ニ 機 械 及 び 装 置 4,314,989

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,588,452 1,726,537

ホ 車 両 運 搬 具 30,222

減 価 償 却 累 計 額 △ 17,135 13,087

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 228,619

減 価 償 却 累 計 額 △ 212,510 16,109

ト リ ー ス 資 産 8,081

減 価 償 却 累 計 額 △ 201 7,880

チ 建 設 仮 勘 定 93,128

有 形 固 定 資 産 合 計 23,675,185

（ ２） 無 形 固 定 資 産



イ 電 話 加 入 権 50

ロ ソ フ ト ウ ェ ア 21,392

無 形 固 定 資 産 合 計 21,442

（ ３） 投 資 そ の 他 資 産

イ 出 資 金 1,500

ロ 長 期 貸 付 金 61,446

投 資 そ の 他 資 産 合 計 62,946

固 定 資 産 合 計 23,759,573

２ 流 動 資 産

（ １） 現 金 預 金 2,871,412

（ ２） 未 収 金 212,210

貸 倒 引 当 金 △ 8,302 203,908

（ ３） 貯 蔵 品 6,146

流 動 資 産 合 計 3,081,466

資 産 合 計 26,841,039

負 債 の 部

千円 千円 千円 千円

３ 固 定 負 債

（ １） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 6,548,037

企 業 債 合 計 6,548,037

（ ２） リ ー ス 債 務 5,301



千円 千円 千円 千円

（ ３） 引 当 金 216,757

（ ４） そ の 他 固 定 負 債 227,592

固 定 負 債 合 計 6,997,687

４ 流 動 負 債

（ １） 一 時 借 入 金 0

（ ２） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 558,182

企 業 債 合 計 558,182

（ ３） リ ー ス 債 務 1,736

（ ４） 未 払 金 398,614

（ ５） 引 当 金 17,743

（ ６） 預 り 保 証 金 900

（ ７） 預 り 金 7,577

流 動 負 債 合 計 984,752

５ 繰 延 収 益

（ １） 長 期 前 受 金 15,473,293

収 益 化 累 計 額 △ 5,946,820

繰 延 収 益 合 計 9,526,473

負 債 合 計 17,508,912

資 本 の 部



千円 千円 千円 千円

６ 資 本 金

（ １） 資 本 金 8,588,599

資 本 金 合 計 8,588,599

７ 剰 余 金

（ １） 資 本 剰 余 金 607,663

（ ２） 利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金 135,865

利 益 剰 余 金 合 計 135,865

剰 余 金 合 計 743,528

資 本 合 計 9,332,127

負 債 資 本 合 計 26,841,039



注 記  
 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

 １ 固定資産の減価償却方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法   定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物        15～50年 

      構築物       40～60年 

      機械及び装置    15～20年 

      車両運搬具      4～6年 

      工具、器具及び備品 05～15年 

  （２）無形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      ソフトウェア        5年 

（３）リース資産 

    ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

        自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

 ２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    ・貯蔵品       先入先出法による原価法 

 ３ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

        職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 



  （３）法定福利費引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

  （４）貸倒引当金 

        債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額を計上してい

る。 

 ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

      貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担す

ると見込まれる額は845,946千円である。 

 ２ 引当金の取り崩し 

  （１）退職給付引当金の取崩し 

       令和２年度において、退職手当として9,279千円を支給するため、退職給付引当金9,279千円を取り崩す。 

  （２）賞与引当金の取崩し 

       令和２年度において、期末手当及び勤勉手当として44,708千円を支給するため、賞与引当金15,834千円を取り崩す。 

  （３）法定福利費引当金の取崩し 

       令和２年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として8,647千円を支出するため、法定福利費引当金2,974千円を取

り崩す。 

  （４）貸倒引当金の取崩し 

       令和２年度において、債権2,470千円を不納欠損処理するため、貸倒引当金2,470千円を取り崩す。 

 

 

 

 



Ⅲ．リース契約により使用する固定資産 

 

 １ リース会計に係る特例措置 

      所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

 ２ 長期継続契約に係るリース債務 

      通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契

約に係るものは、下記の金額である。 

        １年内    1,736千円 

        １年超     5,301千円 

         計      7,037千円 

 

Ⅳ．その他の注記 

 

 １ 修繕引当金に係る経過措置 

      平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の方法により取り崩すこととする。 

 



科　　　 目　　　 別　　　 内　　　 訳　　　 書



b

説　　明

1 水道事業収益 1,777,500
千円

1 営 業 収 益 1,352,602

1 給 水 収 益 1,250,960

1 水 道 料 金 1,250,960 水道料金

2 その他営業収益 101,642

1 他 会計負担金 26,750 一般会計及び下水道事業会計負担金

2 加 入 金 72,922 新規給水加入金及び給水面積加入金等

3 手 数 料 1,915 給水申請手数料等

4 雑 収 益 55 給水申請用紙売却代金

2 営 業 外 収 益 423,754

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

1,203

1 預 金 利 息 651 預金利息

2 貸 付 金 利 息 552 他会計貸付金利息

2 他 会計補助金 57,344

1 他 会計補助金 57,344 一般会計補助金

項 目 節

収　益　的　収　入　及　び　支　出

　　収　　　　　　入

金　　額款



説　　明

3
長 期 前 受 金
戻 入

351,487
千円

1
国 庫 補 助 金
長期前受金戻入

35,530 長期前受金収益化額

2
府 補 助 金
長期前受金戻入

18,572 　　〃

3
他 会計負担金
長期前受金戻入

6,348 　　〃

4
工 事 負 担 金
長期前受金戻入

252,821 　　〃

5
工 事 分 担 金
長期前受金戻入

23,191 　　〃

6
受贈財産評価額
長期前受金戻入

15,025 　　〃

4 雑 収 益 13,720

1 そ の 他 雑 収益 13,720 庁舎使用料等

3 附帯事業収益 1,144

1
飲 料 水 供 給
事 業 収 益

1,144

1 水 道 料 金 249 水道料金

2 他 会計補助金 895 一般会計補助金

節目款 金　　額項



説　　明

1 水道事業費用 1,626,200
千円

1 営 業 費 用 1,454,201

1 原水及び浄水費 231,238

1 給 料 24,192 職員７名分

2 手 当 12,109 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

3,245 期末勤勉手当に係る賞与引当金繰入額

4 報 酬 1,348 会計年度任用職員報酬

5 法 定 福 利 費 6,275 共済組合事業主負担

6
法 定 福 利 費
引当金繰入額

573 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金繰入額

7 旅 費 27 職員普通旅費等

8 備 消 品 費 2,665 施設各種設備及び水質試験用備消耗品費

9 燃 料 費 370 発電機用燃料

10 光 熱 水 費 51 下水道使用料

11 印 刷 製 本 費 119 諸用紙印刷費

12 通 信 運 搬 費 1,888 電話料金等

13 委 託 料 82,242 施設管理業務及び水質試験委託料等

　　支　　　　　　出

金　　額節項款 目



説　　明

14 手 数 料 5
千円

浄化槽水質検査手数料

15 賃 借 料 35 電柱共架料等

16 修 繕 費 4,000 施設各種設備等修繕費

17 動 力 費 89,578 電力料

18 薬 品 費 2,516 滅菌用薬品及び水質試験用試薬等

2 配水及び給水費 216,099

1 給 料 19,228 職員５名分

2 手 当 11,664 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,879 期末勤勉手当に係る賞与引当金繰入額

4 報 酬 1,739 会計年度任用職員報酬

5 法 定 福 利 費 6,293 共済組合事業主負担

6
法 定 福 利 費
引当金繰入額

562 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金繰入額

7 旅 費 71 職員普通旅費等

8 備 消 品 費 3,480 施設各種設備及び事務用備消耗品費

9 燃 料 費 732 自動車用燃料等

10 印 刷 製 本 費 137 諸用紙印刷費

11 通 信 運 搬 費 4,536 電話料金及び郵送料金等

項 目 金　　額節款



12 委 託 料 41,209 施設管理業務及び計装機器保守点検委託料等

13 手 数 料 5 登記事項証明書手数料等

14 賃 借 料 711 配水管路敷等借地料及び電柱共架料等

15 修 繕 費 85,258 施設各種設備及び配水管等修繕費

16 路 面 復 旧 費 5,220 給配水管修繕に伴う路面復旧費

17 動 力 費 25,942 電力料

18 薬 品 費 115 水質試験用試薬

19 材 料 費 1,318 道路補修用材料

20 補 償 費 5,000 配水管破損に伴う補償費

3 業 務 費 71,655

1 給 料 12,111 職員３名分

2 手 当 6,294 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,750 期末勤勉手当に係る賞与引当金繰入額

4 法 定 福 利 費 3,958 共済組合事業主負担

5
法 定 福 利 費
引当金繰入額

341 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金繰入額

6 旅 費 13 職員普通旅費

7 備 消 品 費 1,187 事務用備消耗品費

8 燃 料 費 35 暖房用燃料



説　　明

9 印 刷 製 本 費 2,613
千円

諸用紙印刷費

10 通 信 運 搬 費 4,377 電話料金及び郵送料金等

11 委 託 料 36,800 水道料金徴収事務委託料等

12 手 数 料 2,097 公金収納取扱手数料等

13 修 繕 費 50 事務用機器修繕費

14 食 糧 費 2 来客等賄

15 負 担 金 27 公共料金等暴力対策連絡会会費等

4 総 係 費 113,707

1 給 料 27,242 職員７名分

2 手 当 15,251 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

3,858 期末勤勉手当に係る賞与引当金繰入額

4 報 酬 3,697 会計年度任用職員及び経営審議会委員報酬

5 法 定 福 利 費 11,488 共済組合等事業主負担

6
法 定 福 利 費
引当金繰入額

747 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金繰入額

7 旅 費 789 職員普通旅費等

8 被 服 費 591 職員貸与被服費

9 備 消 品 費 2,586 事務用備消耗品費

節款 金　　額項 目



10 燃 料 費 704 暖房用燃料等

11 光 熱 水 費 4,528 庁舎電気料金等

12 印 刷 製 本 費 647 諸用紙印刷費

13 通 信 運 搬 費 1,049 電話料金及び郵送料金

14 委 託 料 9,792 庁舎保守管理業務委託料等

15 手 数 料 213 庁舎簡易専用水道定期検査手数料等

16 賃 借 料 525 事務用機器等賃借料

17 修 繕 費 2,234 庁舎及び備品等修繕費

18 研 修 費 695 職員研修費

19 食 糧 費 6 来客等賄

20 厚 生 費 605 職員互助会補助金

21 負 担 金 336 日本水道協会等会費

22 保 険 料 902 施設及び自動車損害保険料

23 補 助 交 付 金 22,652 小規模水道配水施設更新事業費補助金等

24
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

2,470 水道料金に係る貸倒引当金繰入額

25 雑 費 100 自動車重量税

5 減 価 償 却 費 797,503

1
有 形固定資産
減 価 償 却 費

790,294 有形固定資産減価償却費



説　　明

2
無 形固定資産
減 価 償 却 費

7,209
千円

無形固定資産減価償却費

6 資 産 減 耗 費 23,999

1 固定資産除却費 23,999 固定資産除却費

2 営 業 外 費 用 160,766

1
支 払利息及び
企業債取扱諸費

126,213

1 企 業 債 利 息 125,904 企業債利息

2
リ ー ス 資 産
支 払 利 息

309 リース資産に係る支払利息

2 雑 支 出 2,950

1 そ の 他 雑 支出 2,950 過年度収入過誤納による還付金

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

31,603

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

31,603 消費税及び地方消費税納付金

3 附帯事業費用 1,233

1
飲 料 水 供 給
事 業 費 用

1,233

1 備 消 品 費 100 施設各種設備消耗品

2 燃 料 費 11 自動車用燃料

3 通 信 運 搬 費 50 電話料金

4 委 託 料 242 水質試験委託料等

節款 金　　額項 目



5 修 繕 費 600 施設各種設備及び配水管等修繕費

6 動 力 費 218 電力料

7 薬 品 費 4 滅菌用薬品

8 材 料 費 6 道路補修用材料

9 保 険 料 2 施設等保険料

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000 予備費



説　　明

1 資 本 的 収 入 888,600
千円

1 負 担 金 76,649

1 工 事 負 担 金 76,649

1 工 事 負 担 金 76,649 工事負担金

2 企 業 債 589,100

1 企 業 債 589,100

1 企 業 債 589,100 水道事業債

3 出 資 金 182,501

1 一般会計出資金 182,501

1 一般会計出資金 182,501 一般会計出資金

4 府 支 出 金 9,620

1 府 補 助 金 9,620

1
水 道 事 業
府 補 助 金

9,620 水道事業府補助金

5 分 担 金 183

1 工 事 分 担 金 183

1 工 事 分 担 金 183 工事分担金

金　　額

　　収　　　　　　入

節

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目



6
固 定 資 産
売 却 代 金

100

1
固 定 資 産
売 却 代 金

100

1
有 形固定資産
売 却 代 金

100 土地売却代金

7 貸付金返還金 30,447

1
他 会計貸付金
返 還 金

30,447

1
他 会計貸付金
返 還 金

30,447 他会計貸付金返還金

説　　明

1 資 本 的 支 出 1,787,500
千円

1 建 設 改 良 費 1,254,421

1 事 務 費 31,713

1 給 料 12,611 職員３名分

2 手 当 9,976 　　〃

3 報 酬 2,782 会計年度任用職員報酬

4 法 定 福 利 費 4,457 共済組合事業主負担

5 旅 費 201 職員普通旅費等

6 備 消 品 費 727 事務用備消耗品費

金　　額款 目 節

　　支　　　　　　出

項



説　　明

7 燃 料 費 100
千円

自動車用燃料

8 通 信 運 搬 費 32 電話料金

9 委 託 料 165 事務用機器保守料

10 手 数 料 17 車検手数料

11 賃 借 料 528 事務用機器賃借料

12 修 繕 費 70 自動車修繕費

13 保 険 料 40 自動車損害保険料

14 雑 費 7 自動車重量税

2 施 設 拡 張 費 354,273

1 給 料 9,462 職員３名分

2 手 当 6,925 　　〃

3 法 定 福 利 費 3,108 共済組合事業主負担

4 旅 費 16 職員普通旅費

5 備 消 品 費 400 事務用備消耗品費

6 燃 料 費 85 自動車用燃料

7 委 託 料 19,140 加圧ポンプ場築造工事設計業務委託料等

8 賃 借 料 328 事務用機器賃借料

節款 項 目 金　　額



9 修 繕 費 40 自動車修繕費

10 工 事 請 負 費 314,754 配水池築造工事費等

11 保 険 料 15 自動車損害保険料

3 施 設 改 良 費 600,540

1 委 託 料 49,176 配水管布設替工事設計業務委託料等

2 工 事 請 負 費 551,364 配水管布設替及び施設各種設備改良工事費等

4 固定資産購入費 267,895

1 固定資産購入費 266,224 庁舎用土地・建物購入費等

2
リ ー ス 債 務
支 払 額

1,671 リース債務支払額

2 企業債償還金 533,054

1 企 業債償還金 533,054

1 企 業債償還金 533,054 企業債償還金

3
補 助 金 等
返 還 金

25

1
府 補 助 金
返 還 金

25

1
府 補 助 金
返 還 金

25 府補助金返還金


